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会員加盟各大学

教職課程担当者　様

一般社団法人全国私立大学教職課程協会

教職課程質保証特別委員会

文部科学省委託研究「私立大学における教職課程質保証評価の

あり方に関する基礎的研究」の調査について（依頼）
　会員加盟各大学におかれましては、本協会の活動にご理解・ご協力頂き感謝申し上げます。本協会の教職課程質保証特別委員会におきまして、本協会は、この度文部科学省から標記の委託研究を受けました。つきましては別紙の質問調査にご協力をお願いいたします。なお、回答に当たりましては、各大学での教職課程の指導・運営に中心的役割を果たしておられる教職員の方（教職センター長、教職課程運営委員長等）のご意見をお願いしたいと考えています。

【本研究の主旨】

　本協会はこれまで加盟校の教職課程の質向上を目的に活動を続け、その役割を果たしてきました。

　各大学での教職課程質保証の必要性は、2015年12月の中教審答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」のｐ36「イ　教職課程の評価の推進」（別紙資料）でも強調されております。

　本協会としましても、教職課程の質保証の必要性については異議のないところであり、私立大学が取り組み可能な教職課程評価の原則と方法、運営組織について明らかにすべき時期にあると考えており、今後主体的に進めて行くべきものであると認識しております。そこで、文部科学省委託研究を受け、どのような条件を整えれば、本協会が評価機構としての役割を担っていくことができるのかを研究していきたいと考えております。

　提出先：　原則としてWEBからの送信による。郵送の場合、HP記載の全私教協事務局あてお願いします。　　　　　
　問い合わせ先：　全私教協事務局　info@zenshikyo.org　　　　　　　　　

　提出期限：2018年12月20日（木）　　　　　
＜別紙資料：中教審答申（2015年12月21日）
「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」
（３）教員養成に関する改革の具体的な方向性　
　③　教職課程の質の保証・向上について

　イ　教職課程の評価の推進
文中（注１) (注2）(注3）は調査票の関係設問に参考となる箇所
 教職課程の質保証の仕組みとしては，大学が教職課程を開設する際に受ける教員養成部会課程認定委員会による課程認定の審査及び教職課程の設置後に課程認定委員会の委員等により行われる教職課程実地視察がある。
 教職課程実地視察については，各大学の教職課程水準の維持・向上のために有効であるが，現在の実施体制では１年間の視察数に限りがあることから，教職課程実地視察の体制の整備・充実を図ることが適当である。
（注１） また，教職課程の水準の向上を図るためには，教職課程に関するPDCA サイクルが適切に機能することが必要である。このため，まずは教職課程における自己点検・評価の実施を制度化することが適当である。
 現在，教職大学院では，他の専門職大学院と同様に，法令に基づき，５年以内ごとに，教職大学院の目的に照らし，教育課程，教員組織その他の教育研究活動の状況について，認証評価団体による評価を受けることが法令上義務付けられており，一般財団法人教員養成評価機構がこれを担っている。
 同機構による認証評価においては，国私立大学の大学関係者，外部有識者による訪問調査を含めたピアレビューを行い，評価基準に適合していると認められた場合は適格認定を行い，その評価結果はウェブサイト等で公表されている。
（注２） 一方で，学士課程における教員養成教育の評価については，これまで上記の認証評価のような法令上の制度は講じられていない。そのような中，国立大学法人東京学芸大学では，他の国公私立大学や教育委員会・学校関係者等の協力を得ながら，開発研究プロジェクトを立ち上げ，学士課程における教員養成教育の評価システム（教員養成教育認定）を開発し，評価活動を開始している。
・この評価システムは，各大学が任意で参加するものであり，教職課程を有する大学における教員養成教育の多様性を尊重しつつ，学校や教育委員会の協力を得ながら，ピアレビューを中心とした，相互に学びあうコミュニティを形成し，大学の枠を越えて学士課程段階の教員養成教育全体の質的向上に資することを目指している。
 今後，このような取組が既存の一般財団法人教員養成評価機構などの評価団体等に引き継がれ，継続・拡大され，各大学が主体的かつ恒常的に自己の教育内容や方法・組織を検証しながら，相互評価を行うことにより，教員養成の質保証システムが確立されることは，我が国の教員養成に有意義であり，各大学の積極的な参加が望まれる。
（注３）・大学の教職課程の第三者評価については，地域や大学の特性，学部等の専門分野などに応じて，将来的には様々な評価主体によって全国的に取り組まれることが期待される。このため，国としても教職課程の第三者評価を支援・促進するための方策について今後検討していくことが求められる。
